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1. はじめに 

首都高速道路(株)では現在、交通量推計に高速転

換率内生化利用者均衡配分を用いている。このモデ

ルではOD間の経路選択に図1のような構造を仮定し

ており、「高速道路を利用する／利用しない」の選

択率（高速転換率）が二項ロジットで記述される。 
高速転換率内生化利用者均衡配分モデルでは、OD

間に高速道路経由の適当な経路が存在しない場合で

も、不自然な高速道路経由経路にロジット式に従っ

て少なからず交通量が配分されることになる。不自

然な経路であれば経路コストが大きくなるので高速

転換率は低くなるはずであるが、特にOD間距離が長

い場合にはロジット式のスケールパラメータθが小

さくなる（ランダム性が強くなる）傾向があるため、

不自然な経路に配分される交通量は無視できない。

これが原因となって、高速道路を短区間のみ走行し

て直ぐに一般道路に降りてしまうような不自然な利

用形態で過大推計が生じやすく、これを抑えるため

の検討をこれまで重ねてきた。 
このような不自然な高速道路経由の経路が選択さ

れるのは、高速道路を経由する複数の経路のうちど

の経路を選ぶのかにおいて、一般化費用最小経路を

確定的に選択するという単純な選択ルールを用いて

いることが一因と考えられる。だとするならば、高

速転換率式を改良しただけでは問題は解決できない。 
そこで本研究では、経路選択構造にネステッドロ

ジットと確定的選択を組み合わせた構造を仮定し、

且つ、ロジット式のパラメータをOD間距離や高速道

路ランプ間距離の関数として構造化することにより、

配分モデルの現況再現性と合理性を向上させること

を目指した。 

2. 既往研究と本研究の位置づけ 

OD間の経路選択における「高速道路を利用する／

利用しない」の選択に二項ロジット式を適用した交

通量配分モデルには様々なバリエーションが考えら

れるが、その基本となるのは図1の経路選択構造を仮

定した松井・藤田(2000a)によるモデルである。 
また、長澤ら(1999)は、「一般道路のみ経由経路

同士の選択」および「高速道路経由経路同士の選択」

にもそれぞれロジットモデルを適用した、2レベルの

ネステッドロジット型のモデルを提案している。た

だし、このモデルでは下位レベルにおいて膨大な経

路選択肢を対象としたロジット型の配分を行なわな

くてはならないため、経路を明示的に列挙する必要

のないDialアルゴリズムやMarkov Chain配分アルゴリ

ズム等を用いるか、または、経路選択肢数があまり

多くならないように配分対象経路を限定する必要が

ある。しかし、Dialアルゴリズムには経路集合が一

定しない問題、Markov Chain配分アルゴリズムには

ループ経路の問題があり、配分対象経路を限定する

解法には経路集合に選び方によって解が異なるとい

う問題がある。また、一般道路部分を含む詳細な経

路観測データが現時点では不足しており、経路選択

モデルのパラメータ推定が難しい。したがって、こ

のモデルには実用化にあたっての課題が残る。 
一方、三輪・森川(1998)は図3のように「高速道路

入口の選択」のステップを含む3レベルのネステッド

ロジット型モデルを、また、三輪・森川(2000)は図4
のように「高速道路入口・出口ペアの選択」のステ

ップを含む3レベルのネステッドロジット型モデルを

提案している。これらのモデルも、長澤ら(1999)と
同様の理由で実用化に向けた難点がある。 
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図1 高速転換率内生化利用者均衡配分モデル 

（松井・藤田2000a）の経路選択構造 
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図2 ネステッドロジット型（長澤ら1999）の 

経路選択構造 
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図3 ネステッドロジット型（三輪・森川1998）の 
経路選択構造 
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図4 ネステッドロジット型（三輪・森川2000）の 
経路選択構造 
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図5 提案モデル（その1）の経路選択構造 
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図6 提案モデル（その2）の経路選択構造 

これらの既往モデルに対して、本研究で提案する

モデル（その1）は図5に示す経路選択構造を仮定し

ている。即ち、基本的には「高速道路を利用する／

利用しない」の選択と「高速道路経由経路同士の選

択」をロジットで記述した、ネステッドロジットに

類似したモデルである。ただし、長澤ら(1999)や三

輪・森川(1998, 2000)とは異なり、「一般道路のみ経

由経路同士の選択」については一般化費用最小ルー

ルによる確定的選択を仮定しており、また、高速道

路経由経路についてもそのうち一般道路を走行する

区間（「発地→高速道路入口」区間と「高速道路出

口→着地」区間）については確定的選択を仮定し、

高速道路を走行する区間の選択のみにロジット式を

適用している。 
このようにロジットと確定的選択のハイブリッド

の経路選択構造とすることによって、一般道路部分

では確定的均衡が成立するので明示的に経路選択肢

を扱う必要がなくなり、高速道路部分のみで経路選

択肢集合を考えればよくなる。一般に、一般道路上

でロジット配分を行なう場合には膨大な経路選択肢

を考慮する必要があるのに対して、高速道路上の経

路だけであれば経路選択肢数が桁違いに少なくなる

ので、求解が容易になる。 
また、経路選択肢の扱いを更に簡略化して、図6

のように「高速道路入口・出口ペアの選択」をロジ

ットモデルで記述し、入口から出口までの高速道路

上の経路については一般化費用最小の経路が確定的

に選択されると仮定したモデル（その2）も考えられ

る。図4と図6の比較から分かるように、このモデル

は三輪・森川(2000)のモデルの一部を確定的選択に

置き換えたものである。 
本研究で提案するこれらのモデルのメリットは、

図1のモデルに比べて高速道路経由経路同士の選択を

より柔軟に記述できると同時に、図2～4のモデルに

比べて経路選択肢集合が小さくなるため配分計算の

負荷を抑えることができ、モデルの実用化が比較的

容易であることにある。 

3. モデルの定式化 

第5章で後述するように、今回はパラメータ推定に

用いるデータの制約から、第2章で提案した2つのモ

デルのうちモデル（その2）についてのみ実証分析を

行なったので、ここではモデル（その2）のみについ

て定式化を以下に示す。ただし、モデル（その1）に

ついても、後述の経路集合 ij
rsK の定義を変更するだけ

でほぼ同様に定式化が可能である。 
ODペアrs間において高速道路を経由する経路の効

用は次式で表される。 
E

,,,, , rskrskrskrsrskrs KkrstV ∈∀Ω∈∀⋅+⋅= πρσ  (1) 

ここに、 

krsV ,  ： ODペアrs間の経路kの効用 

krst ,  ： ODペアrs間の経路kの旅行時間 

krs ,π  ： ODペアrs間の経路kの道路料金 

krsrs ,, ρσ ：パラメータ 
E
rsK  ： ODペアrs間の高速道路経由経路の集合 

Ω  ： ODペアの集合 



ODペアrs間における高速道路経由の経路群のうち、

高速道路入口iと出口jが共通である経路群は確定的

均衡条件を満たす。（経路上の高速道路入口と出口

が共通ならば他の経由リンクが違っても経路効用は

均衡する） 
( ) ij

rsrskrs
ij

rskrs KkijrsVVf ∈∀Γ∈∀Ω∈∀=−⋅ ,,0,,

 (2a) 
ij
rsrskrs Kkijrsf ∈∀Γ∈∀Ω∈∀≥ ,,0,  (2b) 
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rsrskrs

ij
rs KkijrsVV ∈∀Γ∈∀Ω∈∀≥− ,,0,  (2c) 

ここに、 

krsf ,  ： ODペアrs間の経路kの交通量 
ij

rsV  ： ODペアrs間の高速道路経由経路のうち高

速道路入口iと出口jを通る経路の最大効

用 
ij
rsK  ： ODペアrs間の高速道路経由経路のうち高

速道路入口iと出口jを通る経路の集合 
rsΓ  ： ODペアrs間の高速道路経由経路が通過

する高速道路入口と出口のペアの集合 
ODペアrs間における高速道路経由の経路群につい

て、経路選択確率は以下のロジットモデルに従う。 
( )
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ここに、 
E
rsu  ： ODペアrs間の高速道路経由の交通量 
ij

rsf  ： ODペアrs間の高速道路経由経路のうち高

速道路入口iと出口jを通る経路の交通量

の合計 
ODペアrs間の高速道路経由の場合のOD間期待最

大効用は次式で定義される。 
( ) Ω∈∀= ∑

Γ∈

rsVS
rsij

ij
rsrs explnE  (4) 

ここに、 
E
rsS  ： ODペアrs間の高速道路経由の場合のOD

間期待最大効用 
ODペアrs間において一般道路のみを経由する経路

は、確定的均衡条件を満たす。 
( ) GG

,, ,0 rsrskrskrs KkrsCcf ∈∀Ω∈∀=−⋅  (5a) 
G

, ,0 rskrs Kkrsf ∈∀Ω∈∀≥  (5b) 
GG

, ,0 rsrskrs KkrsCc ∈∀Ω∈∀≥−  (5c) 

ここに、 

krsc ,  ： ODペアrs間の経路kの旅行時間 
G
rsC  ： ODペアrs間の一般道路のみ経由の場合

のOD間最小旅行時間 
G
rsK  ： ODペアrs間の一般道路のみ経由経路の

集合 
ODペアrs間において高速道路経由を選択する確率

（高速転換率）は、以下の二項ロジットモデルに従う。 
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 (6) 
ここに、 

rsq  ： ODペアrs間のOD交通量 

rsrs ψφ ,  ： パラメータ 

交通量は以下のフロー保存則を満たす。 
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ここに、 
G
rsu  ： ODペアrs間の一般道路のみ経由の交通量 

ax  ： リンクaの交通量 

rsK  ： ODペアrs間の全経路の集合 

A  ： リンクの集合 
以上の式(1)～(11)は以下の数理最適化問題と等価

である。（等価性の証明は省略する。） 
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 (12) 
制約条件：式(7)～(10) 

ここに、 
( )at ：リンクaのリンクコスト関数 

Aafx
rs Kk

krs
a

krsa
rs

∈∀⋅= ∑ ∑
Ω∈ ∈

,,δ  

目的関数を解析することによって、 ax ， E
rsu ， G

rsu ，
ij

rsf の最適解は一意であることがわかる。 

4. モデルの解法 

部分線形化法やSimplicial Decomposition法などが

考えられるが、代表的な解法として部分線形化法の

フローを図7に示す。なお、本モデルでは経路コスト

をリンクコストの線形和として表すことができない

ため、最短経路探索や目的関数の評価に工夫が必要

となる。詳しくは井上(2004)を参照されたい。 



 ①経路選択肢集合を設定 
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⑪降下方向ベクトルの算出，ステップサイズの算出，解の更新 

⑫収束判定

 
図7 部分線形化法による計算手順 

5. パラメータ推定結果 

OD間における高速道路利用の有無および高速道路

上の経路の実績を把握可能なデータソースとしては、

道路交通センサスOD調査のマスターデータや、各道

路会社が実施する起終点調査のデータがある。 
道路交通センサスOD調査データは道路会社を問わ

ず様々な利用形態のトリップが採られており、高速

道路を使わないトリップも把握されているため、パ

ラメータ推定に適したデータであると考えられる。

しかし、サンプル率が低く、特に高速道路を利用し

ているトリップの捕捉は不十分である。また、道路

交通センサスOD調査における経路に関する調査項目

は、高速道路利用の有無および、利用した入口と出

口のみであり、入口から出口までのルートは判らな

いため、モデル（その2）のパラメータ推定は可能だ

がモデル（その1）の推定に用いることはできない。 
一方、道路会社の起終点調査データは詳細な経路

が分かり、サンプル率も高いが、choice baseのデー

タであり自社路線を利用していないトリップは把握

できないため、モデルの推定に用いるためには複数

のデータソースをミックスする必要が生じる。 
以上を踏まえ、H17道路交通センサスOD調査のオ

ーナーマスターデータを用いて、モデル（その2）の

パラメータ推定を行なった。 
本研究におけるモデルでは、ロジットモデルのパ

ラメータをOD間距離やランプ間距離の関数として構

造化している点が特徴である。料金に関するパラメ

ータ ρ をランプ間距離の関数とおくことによって、

第1章で述べた「高速道路を短区間のみ走行して直ぐ

に一般道路に降りてしまう不自然な経路」に交通量

が過大に配分されることを避けることが可能である。 
パラメータ推定には段階推定法を用いることとし、

まず、ネステッドロジット部分の下位レベル（どの

入口・出口ペアを利用するかの選択）について、パ

ラメータを以下のように構造化した。 
σσ =rs  (13) 

( )ijkrs fed l⋅⋅+= exp,ρ  (14) 

ここに、 

ijl  ： 高速道路を経由する経路上の高速道路入

口から出口までの最短距離 
fed ,, ：パラメータ 

重み付き最尤法によるパラメータ推定結果を表1
に示す。尤度比と的中率が低いのは選択肢数が多い

（ODぺアあたり10肢程度）ためと思われるが、概ね

有意なパラメータを得られている。時間のパラメー

タσ を料金のパラメータ ρ で除して得られる時間価

値はランプ間距離が短いほど低くなり、ランプ間距

離ゼロでは時間価値もほぼゼロとなっている。これ

は、高速道路の利用距離が短ければ高速道路に乗っ

ても細切れの時間節約しか得られず利用価値が低い

ことを表していると解釈できる。 

表1 下位選択のパラメータ 
σ  -0.04740 (-19.48) 

d -0.0007416 (-17.15) 

e -0.0142836 (-14.55) krs ,ρ
f -0.22191 (-22.10) 

尤度比 0.067 

的中率 26.1% 

サンプル数 5,124 
※括弧内はt値 
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図8 パラメータρの概形 
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図9 σ／ρの概形 



次に、ネステッドロジット部分の上位レベル（高

速道路を使うか否かの選択）について、パラメータ

を以下のように構造化した。 
φφ =rs  (15) 

( )rsrs Lqpn ⋅⋅+= expψ  (16) 

ここに、 

rsL  ： ODペアrs間の距離 

qpn ,, ：パラメータ 

重み付き最尤法によるパラメータ推定結果を表2
に示す。今回のパラメータ推定では制約条件 1≤φ を

課している。制約を課さないと僅かに1を超えてしま

うが、今後パラメータ推定方法を見直す予定である

ので、 1>φ が得られる可能性があると考えている。 
また、ψ はOD間距離に対して逓減しており、既往

研究（中村ら2004，渡邊ら2004，荒巻ら2009）と同

じ傾向を示している。 

表2 上位選択のパラメータ 
φ  +1.00000 (-34.79) 

n +2.16847 (+21.10) 

p +2.56387 (+12.58) rsψ  

q -0.06311 (-6.99) 

尤度比 0.591 

的中率 88.2% 

サンプル数 26,219 
※括弧内はt値 
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図10 ψの概形 

以上で推定したパラメータをそのまま交通量配分

に用いると、高速道路の交通量は実績値に対して大

幅な過小推計となる。これは、パラメータ推定に用

いた道路交通センサスOD調査のマスターデータを拡

大集計して得られる高速道路の利用台数が実績値の

約半分にしかならない事による。センサスOD調査が

過小である原因としては、回答者が実際には高速道

路を利用したのにその旨を記入していない、あるい

は、サンプルに偏りがあり高速道路利用者層が充分

に捕捉されていない等が考えられる。そのため、パ

ラメータψ を図10に点線で示すように調整し、首都

高速道路の利用台数が実績値に一致するようにした。 

6. モデルの適用性の検討 

首都高速道路を含む首都圏の道路ネットワークに

モデルを適用し、平成17年実績データに対する現況

再現性を検証した。 
首都高速道路の料金圏別交通量を表3に示す。新モ

デルは現行モデルとほぼ同等の再現性を有している。 
首都高速道路上のリンク交通量の再現性（実績値

と推計値の相関グラフ）を図11～12に示す。統計指

標で見ると、新モデルは現行モデルに比べて再現性

が僅かに改善されている。 

表3 首都高速道路料金圏別交通量 
 実績 現行モデル 新モデル 

東京線 879 859 [-20] (0.98) 852 [-27] (0.97)

神奈川線 291 241 [-50] (0.83) 278 [-13] (0.96)

埼玉線 41 54 [+14] (1.33) 76 [+35] (1.87)

利用台数

(千台/日)

全線 1,040 1,027 [-13] (0.99) 1,036 [-4] (1.00)

東京線 17,702 17,668 [-34] (1.00) 18,206 [+504] (1.03)

神奈川線 4,355 3,988 [-367] (0.92) 4,185 [-170] (0.96)

埼玉線 306 477 [+171] (1.56) 547 [+241] (1.79)

走行台キロ

(千台km/日)

全線 22,363 22,133 [-230] (0.99) 22,938 [+575] (1.03)

東京線 20.13 20.57 [+0.44] (1.02) 21.36 [+1.23] (1.06)

神奈川線 14.97 16.55 [+1.58] (1.11) 15.04 [+0.07] (1.00)

埼玉線 7.52 8.79 [+1.27] (1.17) 7.19 [-0.33] (0.96)

平均利用距離

(km) 

全線 21.50 21.55 [+0.05] (1.00) 22.15 [+0.65] (1.03)

［角カッコ内は実績との差］  （丸カッコ内は実績との比） 
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図11 現行モデルによるリンク交通量の再現性 
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図12 新モデルによるリンク交通量の再現性 



首都高速道路利用距離の分布を図13に示す。単純

な高速転換率内生化利用者均衡配分モデルでは、「高

速道路を短区間のみ走行して直ぐに一般道路に降り

てしまうような不自然な経路」に交通量が過大に配

分されるため、利用距離0～4km帯で大きなピークが

現れている。現行モデルでは、このような短区間利

用の発生を抑える工夫を加えているために、利用距

離分布の再現性が向上しているが、6～8km帯におけ

る実績値のピークを再現できていない。新モデルで

は2～4km帯で過大推計となる一方、12～30kmでは過

小推計となっており、改善の余地がある。 
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図13 首都高速道路利用距離の分布 

7. 今後の課題 

本研究で構築したモデルは、理論的には合理性、

説明性に優れたモデルであるが、実務へ適用性の観

点からは更に改善を図って行く予定である。今後の

要検討項目としては以下のものが挙げられる。 
• 経路選択肢数が増えるにつれて交通量配分に要

する計算時間やメモリー消費量が増加するため、

何からのルールによって経路選択肢を定義し、

選択肢数を抑える必要がある。なるべく実績に

即した経路選択肢集合の生成方法について検討

が必要である。 
• 今回はパラメータ推定に道路交通センサスOD調

査データを用いたが、センサスOD調査の主目的

はOD交通量の把握であって、経路選択モデルの

推定にデータを用いるにあたってはサンプル数

や経路情報の精度に懸念がある。そこで、道路

会社の起終点調査データをパラメータ推定に用

いることが考えられるが、それにあたっては、

首都高速とNEXCOの起終点調査データをミック

スして用いる必要があり、各サンプルの重みの

補正、重複データの取捨選択、不足する情報の

補完等が必要になる。 

• パラメータの構造化に用いる関数型は今回は指

数関数のみを検討したが、他の関数型（対数関

数、冪乗など）の適用も考えられる。 
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